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原子力規制委員会 殿 

住 所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765番地 1 

申 請 者 名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

代表者の氏名 理事長  小口 正範 

 （公印省略） 

新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 

 核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43条の 3の 34第 3項に

おいて準用する同法第 12条の 6第 3項の規定に基づき，下記のとおり新型転換炉原

型炉施設の廃止措置計画変更認可の申請をいたします。 

記 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

  氏名又は名称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

  住    所  茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765番地 1 

  代表者の氏名  理事長  小口 正範 

二 工場又は事業所の名称及び所在地 

  名    称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

新型転換炉原型炉ふげん 

  所 在 地  福井県敦賀市明神町 3番地 

三 発電用原子炉の名称 

  名    称  新型転換炉原型炉施設 



四 変更に係る事項 

平成 20年 2月 12日付け平成 18・11・07原第 4号をもって認可を受けた後，別紙

1のとおり変更認可を受け，別紙 2のとおり変更を届け出た新型転換炉原型炉施設

の廃止措置計画に関し，次の事項の一部を別紙 3のとおり変更する。 

 

６  廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設 

７  廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設の位置,構造及び設備 

並びにその性能,その性能を維持すべき期間 

 

五 変更の理由 

(1)  ユニット型空気圧縮機の主要な仕様を性能維持施設に反映する。 

(2)  ユニット型空気圧縮機及び原子炉補機冷却系代替冷却装置の設計及び工事の方

法を追記する。 

(3)  受電先を 275kV敦賀線から 77kV立石線に切替え，275kV開閉所を供用終了する

受電系統の運用変更について追記する。 



別紙 1  

 

変更認可の経緯 

認可年月日 認可番号 備 考 

平成30年 5月10日 原規規発第1805108号 使用済燃料の譲渡しを含

む廃止措置計画の変更，

保管区域の設定場所及び

容量の明確化等に伴う変

更。 

令和元年 7月22日 原規規発第1907223号 設備維持管理等の変更及

び放射性気体・液体廃棄

物の放出量の実績値反映

に伴う変更。 

令和3年 5月14日 原規規発第2105141号 新検査制度への移行に伴

い，性能維持施設に関す

る事項の追加，品質マネ

ジメントシステムに係る

事項等の追加に伴う変

更。 

令和4年 2月21日 原規規発第2202215号 セメント混練固化装置仕

様反映等に伴う変更 

 

 

 



別紙 2 

 

変更届出の経緯 

届出年月日 届出番号 備 考 

平成24年 3月22日 23原機(ふ)516 使用済燃料搬出期間の5年
繰り延べ，廃止措置完了
時期の5年延長に伴う変
更。 

平成27年 4月27日 27原機(ふ)072 組織名称及び本部住所並
びに理事長交代に伴う変
更。 

平成30年 4月2日 30原機(ふ)002 組織改編に伴う組織名称
の変更。 

令和4年 4月25日 令04原機(敦廃)002 理事長交代に伴う変更。 

 



別紙 3 

 

 
 
 
 
 
 
 

新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 
変更前後比較表 



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。

変更前 変更後 備 考

６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設 

6.1 廃止措置期間中の原子炉施設の維持管理（省略） 

6.2 性能維持施設の施設管理（省略） 

表 6-1 性能維持施設（1/11）～表 6-1 性能維持施設（5/11）（省略） 

６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設 

6.1 廃止措置期間中の原子炉施設の維持管理（変更なし） 

6.2 性能維持施設の施設管理（変更なし） 

表 6-1 性能維持施設（1/11）～表 6-1 性能維持施設（5/11）（変更なし） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 
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施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

主
排

気
筒

モ
ニ

タ
―

ダ
ス

ト
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
排

気
筒

モ
ニ

タ
小

屋

　
・
種

類
：
半

導
体

検
出

器

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

ト
リ
チ

ウ
ム

モ
ニ

タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
排

気
筒

モ
ニ

タ
小

屋

　
・
種

類
：
電

離
箱

　
・
計

測
範

囲
：
3
.5

×
1
0

-
2
～

3
.5

×
1
0

2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

B
q
/
c
m

3

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
警

報
動

作
が

警
報

設
定

値
及

び
そ

の

誤
差

範
囲

内
で

発
生

し
，

警
報

が
正

常

に
動

作
す

る
こ

と

主
排

気
筒

の
維

持
完

了
ま

で
原

子
炉

本
体

解
体

撤
去

期
間

―

廃
棄

物
処

理
建

屋
排

気
筒

モ
ニ

タ
―

廃
棄

物
処

理
建

屋
排

気
筒

モ
ニ

タ

ダ
ス

ト
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

ト
リ
チ

ウ
ム

モ
ニ

タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
種

類
：
電

離
箱

　
・
計

測
範

囲
：
3
.5

×
1
0

-
2
～

3
.5

×
1
0

2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

B
q
/
c
m

3

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
放

射
性

物
質

の
濃

度
を

測
定

で
き

る

状
態

で
あ

る
こ

と

・
警

報
設

定
値

に
お

い
て

警
報

が
発

信

す
る

状
態

で
あ

る
こ

と

廃
棄

物
処

理
建

屋
排

気
筒

の
維

持
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

復
水

器
冷

却
水

放
水

路
の

放
水

槽
モ

ニ
タ

―

放
水

槽
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
放

射
性

物
質

の
濃

度
を

測
定

で
き

る

状
態

で
あ

る
こ

と

・
警

報
設

定
値

に
お

い
て

警
報

が
発

信

す
る

状
態

で
あ

る
こ

と

復
水

器
冷

却
水

放
水

路
の

維
持

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

気
象

観
測

設
備

(た
だ

し
，

日
本

原
子

力
発

電
株

式
会

社
敦

賀
発

電
所

兼
用

の
も

の
を

除
く

)

―

気
象

観
測

装
置

記
録

計

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
中

央
制

御
室

監
視

機
能

点
検

・
校

正
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
気

象
観

測
デ

ー
タ

が
記

録
で

き
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

固
定

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
(た

だ
し

，
日

本
原

子
力

発
電

株

式
会

社
敦

賀
発

電
所

兼
用

の
も

の
を

除
く

)

―

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
ポ

ス
ト

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0
～

1
0

5
 n

G
y
/
h

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
警

報
動

作
値

が
警

報
設

定
値

及
び

そ

の
誤

差
範

囲
内

で
発

生
し

，
警

報
が

正

常
に

動
作

す
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

放
射

能
観

測
車

（
無

線
装

置
付

）
―

車
載

放
射

線
測

定
器

　
・
基

数
：
一

式
監

視
機

能
点

検
・
校

正
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
発

電
所

周
辺

地
域

の
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
え

る
こ

と

使
用

済
燃

料
の

施
設

外
へ

の
搬

出
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

原
子

炉
格

納
容

器
―

直
径

3
6
ｍ

,高
さ

6
4
ｍ

の
上

下
部

鏡
付

き
円

筒

型
鋼

板
製

　
・
基

数
：
１
基

　
･位

置
：
原

子
炉

建
屋

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

外
周

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

―

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

　
・
基

数
：
1
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

建
屋

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

重
水

系
重

水
貯

槽
―

重
水

貯
槽

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
円

筒
形

　
・
容

量
：
7
5
m

3
×

2
基

貯
蔵

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

貯
蔵

し
て

い
る

重
水

の
抜

出
完

了
ま

で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

―

原
子

炉
補

機
冷

却
系

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ
―

原
子

炉
補

機
冷

却
熱

交
換

器

　
・
基

数
：
1
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
円

筒
多

管
式

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
両

吸
込

渦
巻

ポ
ン

プ

　
・
容

量
：
1
,2

4
8
ｍ

3
/
ｈ

除
熱

機
能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
運

転
量

が
基

準
値

を
満

足
し

，
各

部

の
運

転
状

態
に

異
常

の
な

い
こ

と

設
備

ご
と

の
代

替
冷

却
装

置
の

供
用

開
始

ま
で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

原
子

炉
補

機
冷

却

系
の

除
熱

対
象

機

器
で

あ
る

蒸
発

濃
縮

装
置

濃
縮

器
復

水

器
及

び
中

央
制

御

室
換

気
系

チ
リ
ン

グ

ユ
ニ

ッ
ト
は

冷
却

塔

に
よ

る
代

替
冷

却
装

置
を

，
床

ド
レ

ン
収

集

ポ
ン

プ
，

廃
液

収
集

ポ
ン

プ
及

び
プ

ー
ル

水
冷

却
浄

化
系

循

環
ポ

ン
プ

は
冷

却
水

循
環

装
置

に
よ

る
代

替
冷

却
装

置
を

設
置

す
る

計
画

で
あ

り
，

設
備

ご
と

に
維

持
管

理
す

る
。

設
備

（
建

屋
）
名

称

放
射

線
管

理
施

設
屋

外
管

理
用

の
主

要
な

設
備

原
子

炉
格

納
施

設
構

造

・
放

射
性

物
質

が
漏

え
い

す
る

よ
う
な

有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

・
放

射
線

障
害

の
防

止
に

影
響

す
る

よ
う

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

原
子

炉
建

屋
の

管
理

区
域

の
解

除
完

了
ま

で
（
原

子
炉

建
屋

解

体
に

準
ず

る
）

建
屋

解
体

期
間

―

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

主
排

気
筒

モ
ニ

タ
―

ダ
ス

ト
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
排

気
筒

モ
ニ

タ
小

屋

　
・
種

類
：
半

導
体

検
出

器

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

ト
リ
チ

ウ
ム

モ
ニ

タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
排

気
筒

モ
ニ

タ
小

屋

　
・
種

類
：
電

離
箱

　
・
計

測
範

囲
：
3
.5

×
1
0

-
2
～

3
.5

×
1
0

2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

B
q
/
c
m

3

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
警

報
動

作
が

警
報

設
定

値
及

び
そ

の

誤
差

範
囲

内
で

発
生

し
，

警
報

が
正

常

に
動

作
す

る
こ

と

主
排

気
筒

の
維

持
完

了
ま

で
原

子
炉

本
体

解
体

撤
去

期
間

―

廃
棄

物
処

理
建

屋
排

気
筒

モ
ニ

タ
―

廃
棄

物
処

理
建

屋
排

気
筒

モ
ニ

タ

ダ
ス

ト
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

ト
リ
チ

ウ
ム

モ
ニ

タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
種

類
：
電

離
箱

　
・
計

測
範

囲
：
3
.5

×
1
0

-
2
～

3
.5

×
1
0

2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

B
q
/
c
m

3

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
放

射
性

物
質

の
濃

度
を

測
定

で
き

る

状
態

で
あ

る
こ

と

・
警

報
設

定
値

に
お

い
て

警
報

が
発

信

す
る

状
態

で
あ

る
こ

と

廃
棄

物
処

理
建

屋
排

気
筒

の
維

持
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

復
水

器
冷

却
水

放
水

路
の

放
水

槽
モ

ニ
タ

―

放
水

槽
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
放

射
性

物
質

の
濃

度
を

測
定

で
き

る

状
態

で
あ

る
こ

と

・
警

報
設

定
値

に
お

い
て

警
報

が
発

信

す
る

状
態

で
あ

る
こ

と

復
水

器
冷

却
水

放
水

路
の

維
持

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

気
象

観
測

設
備

(た
だ

し
，

日
本

原
子

力
発

電
株

式
会

社
敦

賀
発

電
所

兼
用

の
も

の
を

除
く

)

―

気
象

観
測

装
置

記
録

計

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
中

央
制

御
室

監
視

機
能

点
検

・
校

正
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
気

象
観

測
デ

ー
タ

が
記

録
で

き
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

固
定

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
(た

だ
し

，
日

本
原

子
力

発
電

株

式
会

社
敦

賀
発

電
所

兼
用

の
も

の
を

除
く

)

―

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
ポ

ス
ト

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0
～

1
0

5
 n

G
y
/
h

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
警

報
動

作
値

が
警

報
設

定
値

及
び

そ

の
誤

差
範

囲
内

で
発

生
し

，
警

報
が

正

常
に

動
作

す
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

放
射

能
観

測
車

（
無

線
装

置
付

）
―

車
載

放
射

線
測

定
器

　
・
基

数
：
一

式
監

視
機

能
点

検
・
校

正
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
発

電
所

周
辺

地
域

の
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
え

る
こ

と

使
用

済
燃

料
の

施
設

外
へ

の
搬

出
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

原
子

炉
格

納
容

器
―

直
径

3
6
ｍ

,高
さ

6
4
ｍ

の
上

下
部

鏡
付

き
円

筒

型
鋼

板
製

　
・
基

数
：
１
基

　
･位

置
：
原

子
炉

建
屋

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

外
周

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

―

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

　
・
基

数
：
1
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

建
屋

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

重
水

系
重

水
貯

槽
―

重
水

貯
槽

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
円

筒
形

　
・
容

量
：
7
5
m

3
×

2
基

貯
蔵

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

貯
蔵

し
て

い
る

重
水

の
抜

出
完

了
ま

で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

―

原
子

炉
補

機
冷

却
系

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ
―

原
子

炉
補

機
冷

却
熱

交
換

器

　
・
基

数
：
1
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
円

筒
多

管
式

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
両

吸
込

渦
巻

ポ
ン

プ

　
・
容

量
：
1
,2

4
8
ｍ

3
/
ｈ

除
熱

機
能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
運

転
量

が
基

準
値

を
満

足
し

，
各

部

の
運

転
状

態
に

異
常

の
な

い
こ

と

設
備

ご
と

の
代

替
冷

却
装

置
の

供
用

開
始

ま
で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

原
子

炉
補

機
冷

却

系
の

除
熱

対
象

機

器
で

あ
る

蒸
発

濃
縮

装
置

濃
縮

器
復

水

器
及

び
中

央
制

御

室
換

気
系

チ
リ
ン

グ

ユ
ニ

ッ
ト
は

冷
却

塔

に
よ

る
代

替
冷

却
装

置
を

，
床

ド
レ

ン
収

集

ポ
ン

プ
，

廃
液

収
集

ポ
ン

プ
及

び
プ

ー
ル

水
冷

却
浄

化
系

循

環
ポ

ン
プ

は
冷

却
水

循
環

装
置

に
よ

る
代

替
冷

却
装

置
を

設
置

し
，

設
備

ご
と

に
維

持

管
理

す
る

。

設
備

（
建

屋
）
名

称

放
射

線
管

理
施

設
屋

外
管

理
用

の
主

要
な

設
備

原
子

炉
格

納
施

設
構

造

・
放

射
性

物
質

が
漏

え
い

す
る

よ
う
な

有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

・
放

射
線

障
害

の
防

止
に

影
響

す
る

よ
う

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

原
子

炉
建

屋
の

管
理

区
域

の
解

除
完

了
ま

で
（
原

子
炉

建
屋

解

体
に

準
ず

る
）

建
屋

解
体

期
間

―

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

2



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

表 6-1 性能維持施設（7/11）～表 6-1 性能維持施設（8/11）（省略） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・受電系統の切替え

に伴い，予備電源か

ら常時受電する電源

へ変更となるため，

「予備変圧器」に

「（77ｋV変圧器）」を

併記する。 

 

 

 

 

施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

送
風

機

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
型

ベ
ル

ト
駆

動

　
・
容

量
：
5
3
, 1

0
0
m

3
/
h

排
風

機

　
・
基

数
：
2
台

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
型

ベ
ル

ト
駆

動

　
・
容

量
：
5
8
,5

0
0
m

3
/
h

空
気

浄
化

機
能

拡
散

防
止

機
能

送
風

機
・
排

風
機

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

フ
ィ

ル
タ

ユ
ニ

ッ
ト

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

　
・
種

類
：
プ

レ
フ

ィ
ル

タ
ー

，
高

性
能

フ
ィ

ル

  
  

タ
ー

内
蔵

　
・
容

量
：
4
4
,0

0
0
m

3
/
h

放
出

低
減

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

送
風

機

　
・
台

数
：
2
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
式

　
・
容

量
：
5
7
,1

0
0
N

m
3
/
h

貯
蔵

室
排

風
機

　
・
台

数
：
2
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
式

　
・
容

量
：
3
8
,6

6
0
N

m
3
/
h

焼
却

室
排

風
機

　
・
台

数
：
2
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
式

　
・
容

量
：
1
8
,5

0
0
N

m
3
/
h

空
気

浄
化

機
能

拡
散

防
止

機
能

送
風

機
・
貯

蔵
室

排
風

機
・
焼

却
室

排
風

機

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す

る

フ
ィ

ル
タ

ユ
ニ

ッ
ト

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
プ

レ
フ

ィ
ル

タ
ー

，
高

性
能

フ
ィ

ル

　
　

タ
ー

内
蔵

　
・
容

量
：
3
8
,6

6
0
m

3
/
h

放
出

低
減

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

廃
棄

物
処

理
建

屋
制

御
室

換
気

系
―

非
管

理
区

域
空

調
機

（
循

環
フ

ァ
ン

）

　
・
台

数
：
1
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

非
管

理
区

域
排

風
機

　
・
台

数
：
1
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

空
気

浄
化

機
能

非
管

理
区

域
空

調
機

・
非

管
理

区
域

排
風

機
の

運
転

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

雑
固

体
廃

棄
物

焼
却

設
備

の
維

持
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

2
7
5
ｋ
V

開
閉

所
母

線

　
・
母

線
数

：
2

　
・
位

置
：
屋

外

起
動

変
圧

器

　
・
基

数
：
1

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
容

量
：
2
2
,0

0
0
k
V

A

電
源

供
給

機
能

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
所

内
電

源
が

7
7
ｋ
V

へ
の

受
電

系

統
に

切
替

完
了

ま
で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

―

7
7
ｋ
V

開
閉

所
母

線

　
・
母

線
数

：
１

　
・
位

置
：
屋

外

予
備

変
圧

器

　
・
基

数
：
１

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
容

量
：
4
,0

0
0
k
V

A

電
源

供
給

機
能

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
各

建
屋

及
び

構
築

物
解

体
工

事

着
手

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

―

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

　
・
基

数
：
１
基

　
・
位

置
：
タ

ー
ビ

ン
建

屋
内

　
・
種

類
：
3
相

横
置

同
期

式

　
・
容

量
：
6
, 0

0
0
k
V

A

　
・
電

圧
：
6
.9

k
V

　
・
周

波
数

：
6
0
H

z

電
源

供
給

機
能

手
動

に
て

デ
ィ

ー
ゼ

ル
起

動
後

,電
源

を
供

給
で

き
る

こ
と

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

・
手

動
起

動
操

作
に

よ
り

，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
が

起
動

す
る

こ
と

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
起

動
後

，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
遮

断
器

が
投

入
さ

れ
る

こ

と ・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

運
転

状
態

に

異
常

が
な

く
，

必
要

な
補

機
に

対
し

電

源
を

供
給

で
き

る
こ

と

予
備

電
源

装
置

の
供

用
開

始
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

非
常

用
電

源
設

備

受
電

系
統

・
性

能
維

持
施

設
に

電
源

を
供

給
で

き

る
状

態
で

あ
る

こ
と

廃
棄

物
処

理
建

屋
設

備
室

換
気

系
―

・
給

気
フ

ァ
ン

及
び

排
気

フ
ァ

ン
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で
あ

る
こ

と

廃
棄

物
処

理
建

屋
の

汚
染

の
除

去
工

事
着

手
前

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

設
備

（
建

屋
）
名

称

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

換
気

設
備

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
建

屋
換

気
系

―
・
給

気
フ

ァ
ン

及
び

排
気

フ
ァ

ン
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で
あ

る
こ

と

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
建

屋
の

汚
染

の
除

去
工

事
着

手
前

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

送
風

機

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
型

ベ
ル

ト
駆

動

　
・
容

量
：
5
3
,1

0
0
m

3
/
h

排
風

機

　
・
基

数
：
2
台

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
型

ベ
ル

ト
駆

動

　
・
容

量
：
5
8
,5

0
0
m

3
/
h

空
気

浄
化

機
能

拡
散

防
止

機
能

送
風

機
・
排

風
機

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

フ
ィ

ル
タ

ユ
ニ

ッ
ト

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

　
・
種

類
：
プ

レ
フ

ィ
ル

タ
ー

，
高

性
能

フ
ィ

ル

  
  

タ
ー

内
蔵

　
・
容

量
：
4
4
,0

0
0
m

3
/
h

放
出

低
減

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

送
風

機

　
・
台

数
：
2
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
式

　
・
容

量
：
5
7
,1

0
0
N

m
3
/
h

貯
蔵

室
排

風
機

　
・
台

数
：
2
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
式

　
・
容

量
：
3
8
,6

6
0
N

m
3
/
h

焼
却

室
排

風
機

　
・
台

数
：
2
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
遠

心
式

　
・
容

量
：
1
8
,5

0
0
N

m
3
/
h

空
気

浄
化

機
能

拡
散

防
止

機
能

送
風

機
・
貯

蔵
室

排
風

機
・
焼

却
室

排
風

機

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す

る

フ
ィ

ル
タ

ユ
ニ

ッ
ト

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

　
・
種

類
：
プ

レ
フ

ィ
ル

タ
ー

，
高

性
能

フ
ィ

ル

　
　

タ
ー

内
蔵

　
・
容

量
：
3
8
,6

6
0
m

3
/
h

放
出

低
減

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

廃
棄

物
処

理
建

屋
制

御
室

換
気

系
―

非
管

理
区

域
空

調
機

（
循

環
フ

ァ
ン

）

　
・
台

数
：
1
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

非
管

理
区

域
排

風
機

　
・
台

数
：
1
台

　
・
位

置
：
廃

棄
物

処
理

建
屋

内

空
気

浄
化

機
能

非
管

理
区

域
空

調
機

・
非

管
理

区
域

排
風

機
の

運
転

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

雑
固

体
廃

棄
物

焼
却

設
備

の
維

持
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

2
7
5
ｋ
V

開
閉

所
母

線

　
・
母

線
数

：
2

　
・
位

置
：
屋

外

起
動

変
圧

器

　
・
基

数
：
1

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
容

量
：
2
2
,0

0
0
k
V

A

電
源

供
給

機
能

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
所

内
電

源
が

7
7
ｋ
V

へ
の

受
電

系

統
に

切
替

完
了

ま
で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

―

7
7
ｋ
V

開
閉

所
母

線

　
・
母

線
数

：
１

　
・
位

置
：
屋

外

予
備

変
圧

器
（
7
7
k
V

変
圧

器
）

　
・
基

数
：
１

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
容

量
：
4
,0

0
0
k
V

A

電
源

供
給

機
能

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
各

建
屋

及
び

構
築

物
解

体
工

事

着
手

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

―

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

　
・
基

数
：
１
基

　
・
位

置
：
タ

ー
ビ

ン
建

屋
内

　
・
種

類
：
3
相

横
置

同
期

式

　
・
容

量
：
6
, 0

0
0
k
V

A

　
・
電

圧
：
6
.9

k
V

　
・
周

波
数

：
6
0
H

z

電
源

供
給

機
能

手
動

に
て

デ
ィ

ー
ゼ

ル
起

動
後

,電
源

を
供

給
で

き
る

こ
と

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

・
手

動
起

動
操

作
に

よ
り

，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
が

起
動

す
る

こ
と

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
起

動
後

，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
遮

断
器

が
投

入
さ

れ
る

こ

と ・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

運
転

状
態

に

異
常

が
な

く
，

必
要

な
補

機
に

対
し

電

源
を

供
給

で
き

る
こ

と

予
備

電
源

装
置

の
供

用
開

始
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

廃
棄

物
処

理
建

屋
設

備
室

換
気

系
―

・
給

気
フ

ァ
ン

及
び

排
気

フ
ァ

ン
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で
あ

る
こ

と

廃
棄

物
処

理
建

屋
の

汚
染

の
除

去
工

事
着

手
前

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

設
備

（
建

屋
）
名

称

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

換
気

設
備

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
建

屋
換

気
系

―
・
給

気
フ

ァ
ン

及
び

排
気

フ
ァ

ン
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で
あ

る
こ

と

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
建

屋
の

汚
染

の
除

去
工

事
着

手
前

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

非
常

用
電

源
設

備

受
電

系
統

・
性

能
維

持
施

設
に

電
源

を
供

給
で

き

る
状

態
で

あ
る

こ
と

4
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施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

非
常

用
電

源
設

備
蓄

電
池

所
内

用

蓄
電

池
 一

式

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
ク

ラ
ッ

ド
式

エ
ボ

ナ
イ

ト
槽

密
封

形

　
・
容

量
：
2
,5

0
0
A

H
(1

0
時

間
率

)

　
・
電

圧
：
1
1
5
V

電
源

供
給

機
能

通
常

時
，

停
電

時
の

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

・
交

流
電

源
喪

失
時

，
蓄

電
池

側
に

正

常
に

切
り

替
わ

る
こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

―
非

常
用

照
明

設
備

―

非
常

用
照

明

　
・
基

数
：
一

式

　
・
位

置
：
建

屋
全

域

照
明

機
能

通
常

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

・
商

業
電

源
が

喪
失

し
た

場
合

に
非

常

用
照

明
が

点
灯

で
き

る
状

態
で

あ
る

こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

建
屋

解
体

期
間

―

自
動

火
災

報
知

設
備

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

報
知

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

対
象

エ
リ
ア

内
の

施

設
解

体
撤

去
着

手

時
に

は
，

当
該

自
動

火
災

報
知

設
備

の

供
用

を
停

止
す

る
。

水
消

火
設

備

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

対
象

エ
リ
ア

内
の

施

設
解

体
撤

去
着

手

時
に

は
，

当
該

水
消

火
設

備
の

供
用

を
停

止
す

る
。

泡
消

火
設

備

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

軽
油

タ
ン

ク
の

供
用

が
終

了
す

る

ま
で

－

不
活

性
ガ

ス
消

火
設

備

（
炭

酸
ガ

ス
消

火
設

備
）

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

当
該

設
備

の
消

火
対

象
物

撤
去

完
了

ま
で

－

可
搬

式
消

火
器

  
・
基

数
:一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

初
期

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

－

－

空
気

圧
縮

機

 ・
基

数
:一

式

 ・
位

置
：
タ

ー
ビ

ン
建

屋
内

 ・
容

量
：
1
1
.5

m
3
/
m

in

圧
縮

空
気

の
供

給
機

能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
設

備
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で

あ
る

こ
と

ユ
ニ

ッ
ト
型

空
気

圧
縮

機
の

供
用

開
始

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

－

－
ユ

ニ
ッ

ト
型

空
気

圧
縮

機

 ・
基

数
: 一

式

圧
縮

空
気

の
供

給
機

能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
設

備
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で

あ
る

こ
と

換
気

設
備

解
体

撤
去

工
事

着
手

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

空
冷

式
の

ユ
ニ

ッ
ト

型
空

気
圧

縮
機

を
設

置
す

る
計

画
で

あ

る
。

蒸
気

放
出

プ
ー

ル
－

蒸
気

放
出

プ
ー

ル

　
・
基

数
：
一

式

　
・
位

置
：
原

子
炉

建
屋

内

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
放

射
性

廃
棄

物
が

漏
え

い
し

難
い

構

造
で

あ
る

こ
と

放
射

性
固

体
廃

棄
物

の
蒸

気
放

出
プ

ー
ル

か
ら

の
搬

出
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

表 6-1 性能維持施設（11/11）（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-1 性能維持施設（11/11）（変更なし） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

７ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設の位置，構造及び設備並びに

その性能，その性能を維持すべき期間 

 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能を維持すべき期間を「６ 廃

止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」表 6-1に示す。 

廃止措置の進捗に応じて表 6-1に示す性能維持施設の範囲，機能又は性能につい

て変更する場合及び解体撤去工事を実施するに当たって，専ら廃止措置のために使

用する装置を導入する場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受けることとす

る。 

 

7.1 専ら廃止措置で使用する性能維持施設の設計及び工事の方法 

専ら廃止措置で使用する性能維持施設の導入に当たっては，「5.1 廃止措置

の基本方針」に基づき，適切な品質マネジメントシステムの下に保安管理を実

施し，また，「5.5 解体撤去に係る安全確保対策」に記載する「（4） 廃止措置

のために導入する装置の安全設計」に基づき，装置の機能等に応じて日本産業

規格等の規格及び基準に準拠するとともに，必要に応じて漏えい及び拡散防止

対策，被ばく低減対策，事故防止対策の安全確保対策を講じる。 

（1） セメント混練固化装置（省略） 
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対策，被ばく低減対策，事故防止対策の安全確保対策を講じる。 

（1） セメント混練固化装置（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

図 7-1 セメント混練固化装置概略系統図～図 7-5 セメント混練固化装置設置工事工程

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 セメント混練固化装置概略系統図～図 7-5 セメント混練固化装置設置工事工程

（変更なし） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 性能維持施設の変更に係る設計及び工事の方法 

7.2.1 原子炉補機冷却系の供用終了に伴う代替冷却装置の設置 

(1) 目的 

原子炉補機冷却系は，廃止措置の進展に伴い，原子炉運転中と比較して必要な

除熱対象機器が減少してきているものの，原子炉補機冷却系のポンプの定格流量

を維持するため，除熱が不要となった機器にも通水を実施している。このため，

原子炉補機冷却系による一括冷却方式から，「６ 廃止措置期間中に性能を維持

すべき発電用原子炉施設」表 6-1に記載のとおり，除熱対象機器ごとに，その設

備の除熱容量を有した個別の代替冷却装置（以下「冷却装置」という。）を設置

して，除熱対象の設備と一体的に維持管理する分散型方式へ変更する。ただし，

圧縮空気系設備空気圧縮機については，冷却水を使用しない空冷式に変更して原

子炉補機冷却系の供用を終了する。 

 

(2) 冷却装置の概要 

原子炉補機冷却系による冷却水が必要な負荷は，令和 4 年 3 月末時点におい

て，以下に示す設備の機器のみとなり，除熱対象機器ごとに適切な冷却装置を設

置する。なお，これらの機器は，使用時のみ運転するものであることから，機器

運転に合わせて冷却水を供給する。 

① 再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器 

② 中央制御室換気系チリングユニット 

③ 床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ 

④ 機器ドレン処理系廃液収集ポンプ 

⑤ プール水冷却浄化系循環ポンプ 

原子炉補機冷却系の供用終了に伴い実施する原子炉補機冷却系から冷却装置

への変更概要等については，「添付書類６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき

 

・7.2に「性能維持施

設の変更に係る設計

及び工事の方法」に

ついて追加する。 

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明

書」の別添資料 3-1として示す。 

また，冷却装置を構成する主要機器等の設計においては,研究開発段階発電用

原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委員会

規則第 10 号。以下「研開炉技術基準規則」という。）に準拠し,次の①から④に

示すとおりとする。なお,研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準への適合性について，「添付書類６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電

用原子炉施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」の

別添資料 3-2として示す。 

 

① 再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置 

(a) 系統構成 

再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置は，密閉型冷却塔及び

冷却水循環ポンプにより構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一部につい

ては既設を供用する。 

(b) 設計方針 

1) 冷却塔 

冷却塔は，製造メーカにおける密閉型の既製品とし，冷却能力は，原子

炉補機冷却系による冷却能力と同等以上のものを 2個設置する。 

2) 冷却水循環ポンプ 

冷却水循環ポンプは，製造メーカにおける既製品とし，冷却水流量は，

冷却塔の冷却能力に応じたものを 2個設置する。 

3) 配管等 

主要な配管の材料は，日本産業規格に準じたものとする。 

(c) 設置場所 

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉補助建屋内（廃棄物処理室）及び屋外（原子炉補助建屋屋上） 

(d) 機器等の仕様 

主要な機器の仕様を表 7-1に示す。 

(e) 試験・検査 

本工事における試験・検査項目については，工事の工程に従い次の項目に

ついて，図 7-6に示すとおり実施する。 

・外観検査 

・据付検査 

・耐圧漏えい検査 

・機能検査 

(f) 工事工程 

再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置の設置に関する工事

工程を図 7-7に示す。 

 

② 中央制御室換気系チリングユニット冷却装置 

(a) 系統構成 

中央制御室換気系チリングユニット冷却装置は，開放型冷却塔及び冷却水

循環ポンプにより構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一部については，

既設を供用する。 

(b) 設計方針 

1) 冷却塔 

冷却塔は，製造メーカにおける開放型の既製品とし，冷却能力は，原子

炉補機冷却系による冷却能力と同等以上のものを 1個設置する。 

2) 冷却水循環ポンプ 

冷却水循環ポンプは，製造メーカにおける既製品とし，冷却水流量は，

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却塔の冷却能力に応じたものを 1個設置する。 

3) 配管等 

主要な配管の材料は，日本産業規格に準じたものとする。 

(c) 設置場所 

原子炉補助建屋内（保全区域）及び屋外（原子炉補助建屋屋上） 

(d) 機器等の仕様 

主要な機器の仕様を表 7-2に示す。 

(e) 試験・検査 

本工事における試験・検査項目については，工事の工程に従い次の項目に

ついて，図 7-6に示すとおり実施する。 

・外観検査 

・据付検査 

・耐圧漏えい検査 

・機能検査 

(f) 工事工程 

中央制御室換気系チリングユニット冷却装置の設置に関する工事工程を

図 7-7に示す。 

 

③ 床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポンプ

冷却装置 

(a) 系統構成 

床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポン

プ冷却装置は，冷凍機及び循環ポンプを内蔵した冷却水循環装置等により構

成し，冷却水入口配管及び出口配管の一部については，既設を供用する。 

(b) 設計方針 

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)  冷却水循環装置 

冷却水循環装置は，製造メーカにおける既製品とし，床ドレン処理系床

ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポンプのジャケットに

原子炉補機冷却系による冷却能力と同等以上の冷却水を通水するものを 1

個設置する。 

2) 配管等 

主要な配管の材料は，日本産業規格に準じたものとする。 

(c) 設置場所 

原子炉補助建屋内（廃棄物処理室地下 1階） 

(d) 機器等の仕様 

主要な機器の仕様を表 7-3に示す。 

(e) 試験・検査 

本工事における試験・検査項目については，工事の工程に従い次の項目

について，図 7-8に示すとおり実施する。 

・外観検査 

・据付検査 

・耐圧漏えい検査 

・機能検査 

(f) 工事工程 

床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポ

ンプ冷却装置の設置に関する工事工程を図 7-7に示す。 

 

④ プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置 

(a) 系統構成 

プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置は，冷凍機及び循環ポンプを内

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蔵した冷却水循環装置等により構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一

部については，既設を供用する。 

(b) 設計方針 

1) 冷却水循環装置 

冷却水循環装置は，製造メーカにおける既製品とし，プール水冷却浄化

系循環ポンプの軸受に原子炉補機冷却系による冷却能力と同等以上の冷

却水を通水するものを 1個設置する。 

2) 配管等 

主要な配管の材料は，日本産業規格に準じたものとする。 

(c) 設置場所 

原子炉補助建屋内（原子炉補機室地下 2階） 

(d) 機器等の仕様 

主要な機器の仕様を表 7-4に示す。 

(e) 試験・検査 

本工事における試験・検査項目については，工事の工程に従い次の項目

について，図 7-8に示すとおり実施する。 

・外観検査 

・据付検査 

・耐圧漏えい検査 

・機能検査 

(f) 工事工程 

プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置の設置に関する工事工程を図

7-7に示す。 

 

 

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7-1 主要な機器の仕様 

（再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7-2 主要な機器の仕様（中央制御室換気系チリングユニット冷却装置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 

再生廃液処理系 

蒸発濃縮装置濃縮器 

復水器冷却装置 

冷
却
塔 

種類 － 密閉型冷却塔 

冷却能力 
kW／個 

(kcal／h／個) 

685.0以上＊1 

(589,000以上)＊1 

個数 － 2 

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ 

種類 － うず巻形 

容量 m3／h  100以上＊1，*2 

揚程 m  35＊1 

個数 － 2 

注記 ＊1：公称値を示す。 

   ＊2：冷却塔の冷却能力に応じたものとする。 

名称 

中央制御室換気系 

チリングユニット 

冷却装置 

冷
却
塔 

種類 － 開放型冷却塔 

冷却能力 
kW／個 

(kcal／h／個) 

424.5以上＊1 

(365,000以上)＊1 

個数 － 1 

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ 

種類 － うず巻形 

容量 m3／h  50以上＊1，*2 

揚程 m  25＊1 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 

   ＊2：冷却塔の冷却能力に応じたものとする。 

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7-3 主要な機器の仕様（床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処

理系廃液収集ポンプ冷却装置） 

 

表 7-4 主要な機器の仕様（プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 

床ドレン処理系床ドレン収集ポ

ンプ及び機器ドレン処理系廃液

収集ポンプ冷却装置 

種類 － 冷却水循環装置 

冷却能力 
kW／個 

(kcal／h／個) 

7.6以上[液温 25℃]＊1 

(6,534以上[液温 25℃])＊1 

循環水温度 ℃ 5～25±2 

容量 m3／h 1.1以上＊1 

冷凍機出力 kW／個 2.2＊1 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 

名称 
プール水冷却浄化系 

循環ポンプ冷却装置 

種類 － 冷却水循環装置 

冷却能力 
kW／個 

(kcal／h／個) 

7.6以上[液温 25℃]＊1 

(6,534以上[液温 25℃])＊1 

循環水温度 ℃ 5～25±2 

容量 m3／h 0.8以上＊1 

冷凍機出力 kW／個 2.2＊1 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 

 

・7.2.1に「原子炉補

機冷却系の供用終了

に伴う代替冷却装置

の設置」について追

加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2.2 圧縮空気系設備の更新 

① 目的 

 圧縮空気系設備は，原子炉運転中，原子炉の計測系計器等に圧縮空気を供

給しており，原子炉を安全・安定運転するために重要な設備であることから，

制御用空気設備には空気圧縮機が 2台設置されている。また，これらの圧縮

機が故障した際にも，安定的に圧縮空気を供給するため，所内用空気圧縮機

が 2台バックアップとして使用できるよう多重化された構成となっていた。 

なお，これらの空気圧縮機は，設置後 40年以上経過し，故障時における部

品供給が困難な状況となっていることから，廃止措置期間中においても適切

に圧縮空気を供給するため，空気圧縮機を更新する。更新に当たっては，水

冷式のレシプロ型から空冷式のユニット型に変更する。 

    

②  圧縮空気系設備の更新概要 

現在の圧縮空気系設備は，原子炉恒久停止により，圧縮空気の使用量が減

少したことから，制御用空気設備の空気圧縮機 1台により性能維持施設等に

圧縮空気を供給しており，また，所内用空気圧縮機については，制御用空気

圧縮機点検時等において，圧縮空気を供給するために維持管理をしている。 

廃止措置段階においては，原子炉運転中に要求された多重化機能による系

統構成は不要であることから，今後の設備メンテナンスを合理的に実施する

ため，制御用空気系及び所内用空気系を統合して更新する。なお，空気圧縮

機更新概要等については，「添付書類６ 廃止措置期間中に性能を維持すべ

き発電用原子炉施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関す

る説明書」の別添資料 4-1として示す。 

また，圧縮空気系設備のうち，更新するユニット型空気圧縮機等を構成す

る主要機器等の設計においては,研開炉技術基準規則に準拠し，③に示すと

 

・7.2.2に「圧縮空気

系設備の更新」につ

いて追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おりとし,研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準への適合

性について，「添付書類６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子

炉施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」の別

添資料 4-2として示す。 

 

③  圧縮空気系設備のユニット型空気圧縮機等の概要 

 (a) 系統構成 

       圧縮空気系設備のうち，更新するユニット型空気圧縮機等は，ユニット

型空気圧縮機，アフタークーラー等により構成する。なお，前置空気貯槽

以降の設備については，既設を供用する。 

  (b) 設計方針 

1)  ユニット型空気圧縮機 

ユニット型空気圧縮機は，製造メーカにおける既製品とし，2個設置

する。 

2)  ユニット型アフタークーラー 

ユニット型アフタークーラーは，製造メーカにおける既製品とし，ユ

ニット型空気圧縮機の容量に応じたものを 2個設置する。 

          3) 配管等 

            主要な配管の材料は，日本産業規格に準じたものとする。 

        (c) 設置場所 

           屋外 空気圧縮機小屋 

(d) 機器等の仕様 

           主要な機器の仕様を表 7-5に示す。 

(e) 試験・検査 

            本工事における試験・検査は，工事の工程に従い次の項目について，

 

・7.2.2に「圧縮空気

系設備の更新」につ

いて追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-9に示すとおり実施する。 

            ・材料検査 

       ・寸法検査 

・外観検査 

            ・据付検査 

   ・耐圧漏えい検査 

            ・機能検査 

(f) 工事の工程 

圧縮空気系設備ユニット型空気圧縮機の設置に関する工事工程を図 7-

10に示す。 

 

表 7-5 主要な機器の仕様（圧縮空気系設備ユニット型空気圧縮機） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 ユニット型空気圧縮機 

種類 － スクリュー式 

容量 m3／min 13.2＊1 

吐出し圧力 MPa 0.88＊1 

個数 － 2（うち 1は予備） 

注記 ＊1：公称値を示す。 

名称 
ユニット型 

アフタークーラー 

種類 － 空冷式 

処理空気量 m3／min 15.0＊1 

個数 － 2（うち 1は予備） 

注記 ＊1：公称値を示す。 

 

・7.2.2に「圧縮空気

系設備の更新」につ

いて追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再生廃液処理系蒸

発濃縮装置濃縮器復

水器冷却装置，中央

制御室換気系チリン

グユニット冷却装置

の工事の方法につい

て追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子炉補機冷却系

代替冷却装置設置工

事工程を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・床ドレン処理系床

ドレン収集ポンプ及

び機器ドレン処理系

廃液収集ポンプ冷却

装置，プール水冷却

浄化系循環ポンプ冷

却装置の工事方法に

ついて追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圧縮空気系設備ユ

ニット型空気圧縮機

の工事の方法につい

て追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圧縮空気系ユニッ

ト型空気圧縮機設置

工程を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 添付書類 ６ 

 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びに

その性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 添付書類 ６ 

 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びに

その性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更なし 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

1．概 要 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設(以下「性能維持施設」とい

う。)は，「5.1 廃止措置の基本方針」に基づき，公衆及び放射線業務従事者の被ばく

の低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，解体撤去

工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄作業等の各種作業の実施に対する

安全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要な機能を維持管理する。なお，

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する必要がある場合

には，要求されている機能に支障を及ぼさないこととする。 

また，廃止措置のために導入する装置については，漏えい及び拡散防止対策，被ば

く低減対策，事故防止対策の安全確保のための機能が要求を満足するよう，適切な設

計を行うとともに，製作・施工の適切な時期に試験又は検査を実施し，必要な性能を

満足していることを確認していく。 

これらの設備・機器等の性能については，定期的に点検等で確認していくこととし，

また，その結果については，適切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による

性能低下又はそのおそれのある場合には，その対象機器等について,必要な性能を満

足するために,その都度,適宜更新することとする。 

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「新型転換炉原型炉施設 原子炉施設

保安規定」（以下「保安規定」という。）に管理の方法を定めて，これに基づき実施す

ることとする。 

 

2．性能維持施設の維持管理に関する内容 

性能維持施設に対し，維持すべき性能，並びに維持すべき期間を「６ 廃止措置期

間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」の表 6-1に示す。 

以下に，性能維持施設の維持管理の考え方について示す。 

・  放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋及び構築物について

 

1．概 要 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設(以下「性能維持施設」とい

う。)は，「5.1 廃止措置の基本方針」に基づき，公衆及び放射線業務従事者の被ばく

の低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，解体撤去

工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄作業等の各種作業の実施に対する

安全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要な機能を維持管理する。なお，

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する必要がある場合

には，要求されている機能に支障を及ぼさないこととする。 

また，廃止措置のために導入する装置については，漏えい及び拡散防止対策，被ば

く低減対策，事故防止対策の安全確保のための機能が要求を満足するよう，適切な設

計を行うとともに，製作・施工の適切な時期に試験又は検査を実施し，必要な性能を

満足していることを確認していく。 

これらの設備・機器等の性能については，定期的に点検等で確認していくこととし，

また，その結果については，適切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による

性能低下又はそのおそれのある場合には，その対象機器等について,必要な性能を満

足するために,その都度,適宜更新することとする。 

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「新型転換炉原型炉施設 原子炉施設

保安規定」（以下「保安規定」という。）に管理の方法を定めて，これに基づき実施す

ることとする。 

 

2．性能維持施設の維持管理に関する内容 

性能維持施設に対し，維持すべき性能，並びに維持すべき期間を「６ 廃止措置期

間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」の表 6-1に示す。 

以下に，性能維持施設の維持管理の考え方について示す。 

・  放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋及び構築物について

 

・変更なし。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

は，これらの系統及び機器が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への漏え

いを防止するための障壁及び放射線遮へい体としての機能及びその性能並び

に拡散防止機能を維持管理する。特に，建屋の一部の壁においては，圧縮強度

が設計基準強度を下回るデータが得られていることを考慮して，廃止措置期

間中においても各建屋の巡視及び点検等を継続実施していくこととする。 

・  核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，使用済燃料搬出完了まで，

使用済燃料の未臨界維持，貯蔵，遮へい，浄化等の各機能及びその性能を維持

管理する。なお，別添資料 1の「使用済燃料貯蔵プールの水温評価について」

に示すとおり,使用済燃料を貯蔵した状態で除熱機能を有する設備を停止し

ても,使用済燃料貯蔵プールの水温が原子炉設置許可申請書に記載の余熱除

去系の機能維持が必要となる 52℃及び上限値である 66℃を超えないことを確

認したことから，使用済燃料貯蔵設備の除熱機能に係る設備を供用終了とし

た。 

・  放射性廃棄物の廃棄施設については，気体廃棄物及び液体廃棄物を適切に

処理・放出するため，放出低減等の各機能及びその性能を維持管理する。また，

固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，貯蔵等の各機能及びその性

能を維持管理する。なお，新たに設置するセメント混練固化装置の技術基準へ

の適合性について，別添資料２「『研究開発段階発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則』への適合性確認」に示す。 

・  放射線管理施設については，原子炉施設内外の放射線監視，環境への放射性

物質の放出管理及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理の

ために，放射線監視，測定等の各機能及びその性能を維持管理する。 

・  換気設備については，①使用済燃料の貯蔵管理及び放射性廃棄物の処理，②

放射線業務従事者の被ばく低減，③解体撤去工事に伴い放射性粉じんが発生

する場合において，建屋内の空気浄化，放出低減，拡散防止の各機能及びその

は，これらの系統及び機器が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への漏え

いを防止するための障壁及び放射線遮へい体としての機能及びその性能並び

に拡散防止機能を維持管理する。特に，建屋の一部の壁においては，圧縮強度

が設計基準強度を下回るデータが得られていることを考慮して，廃止措置期

間中においても各建屋の巡視及び点検等を継続実施していくこととする。 

・  核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，使用済燃料搬出完了まで，

使用済燃料の未臨界維持，貯蔵，遮へい，浄化等の各機能及びその性能を維持

管理する。なお，別添資料 1の「使用済燃料貯蔵プールの水温評価について」

に示すとおり,使用済燃料を貯蔵した状態で除熱機能を有する設備を停止し

ても,使用済燃料貯蔵プールの水温が原子炉設置許可申請書に記載の余熱除

去系の機能維持が必要となる 52℃及び上限値である 66℃を超えないことを確

認したことから，使用済燃料貯蔵設備の除熱機能に係る設備を供用終了とし

た。 

・  放射性廃棄物の廃棄施設については，気体廃棄物及び液体廃棄物を適切に

処理・放出するため，放出低減等の各機能及びその性能を維持管理する。また，

固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，貯蔵等の各機能及びその性

能を維持管理する。なお，新たに設置するセメント混練固化装置の技術基準へ

の適合性について，別添資料 2「『研究開発段階発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則』への適合性確認」に示す。 

・  放射線管理施設については，原子炉施設内外の放射線監視，環境への放射性

物質の放出管理及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理の

ために，放射線監視，測定等の各機能及びその性能を維持管理する。 

・  換気設備については，①使用済燃料の貯蔵管理及び放射性廃棄物の処理，②

放射線業務従事者の被ばく低減，③解体撤去工事に伴い放射性粉じんが発生

する場合において，建屋内の空気浄化，放出低減，拡散防止の各機能及びその

 

・変更なし。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

性能を維持管理する。 

・  電源設備については，解体中の原子炉施設の安全確保上必要な場合，適切な

容量を確保し，それぞれの設備に要求される機能及びその性能を維持管理す

る。なお，ディーゼル発電機については，使用済燃料の安全貯蔵に係る非常用

電源としての目的が終了したことから供用を終了し，商用電源喪失時の電源

供給のために新たに予備電源装置（空冷式）を設置し，維持管理する。さらに，

商用電源である受電系統については，275kVから 77kVに切り替えるとともに，

275kVは供用終了とする。 

 

・  その他の安全確保上必要な設備（消火設備等）については，それぞれの設備

に要求される機能及びその性能を維持管理する。 

・  燃料移送機を除く燃料移送装置については，燃料等の取扱対象物の交換プ

ールから使用済燃料貯蔵プールへの移送が完了したため，供用終了とした。ま

た，重水の抜出しが完了した重水貯槽及び劣化重水貯槽についても，供用終了

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能を維持管理する。 

・  電源設備については，解体中の原子炉施設の安全確保上必要な場合，適切な

容量を確保し，それぞれの設備に要求される機能及びその性能を維持管理す

る。なお，ディーゼル発電機については，使用済燃料の安全貯蔵に係る非常用

電源としての目的が終了したことから供用を終了し，商用電源喪失時の電源

供給のために新たに予備電源装置（空冷式）を設置し，維持管理する。さらに，

商用電源である受電系統については，別添資料 5の「受電系統の運用変更につ

いて」に示すとおり 275kV から 77kV に切り替えるとともに，275kV は供用終

了とする。 

・  その他の安全確保上必要な設備（消火設備等）については，それぞれの設備

に要求される機能及びその性能を維持管理する。 

・  燃料移送機を除く燃料移送装置については，燃料等の取扱対象物の交換プ

ールから使用済燃料貯蔵プールへの移送が完了したため，供用終了とした。ま

た，重水の抜出しが完了した重水貯槽及び劣化重水貯槽についても，供用終了

とした。 

・  原子炉補機冷却系については，原子炉運転中，原子炉冷却系統施設の一次冷

却設備，非常用冷却設備等の主要機器へ冷却水を供給していた。廃止措置以降

は，使用済燃料貯蔵設備の除熱機能に係る設備である余熱除去系の供用終了に

より，原子炉補機冷却系の除熱対象機器は再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器

復水器，中央制御室換気系チリングユニット，床ドレン処理系床ドレン収集ポ

ンプ，機器ドレン処理系廃液収集ポンプ，プール水冷却浄化系循環ポンプ及び

圧縮空気系設備空気圧縮機である。圧縮空気系設備空気圧縮機は，空冷式のユ

ニット型空気圧縮機に変更し，その他の除熱対象機器は，別添資料 3-1の「原

子炉補機冷却系の供用終了に伴う各負荷に附帯する代替冷却装置の設置につ

いて」に示すとおり，除熱が必要な負荷ごとに適切な代替冷却装置を設置する。 

 

 

 

 

 

 

・別添資料 5 に「受

電系統の運用変更に

ついて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

・原子炉補機冷却系

の維持管理の考え方

について追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．検査・校正（省略） 

 

4．その他の安全対策（省略） 

 

別添資料 1 使用済燃料貯蔵プールの水温評価について（省略） 

 

別添資料 2 「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」

への適合性確認（省略） 

  

 

 

 

 

 

 

これらの代替冷却装置と除熱対象の設備と一体的に維持管理することとし，原

子炉補機冷却系は供用終了とする。 

・  圧縮空気系設備については，原子炉運転中，原子炉の計測系計器及び空気作

動弁等に制御用空気を供給していた。廃止措置以降は，性能維持施設及び解体

作業に用いる機械設備へ圧縮空気を供給してきている。今後も，廃止措置期間

中は，必要な性能維持施設等に圧縮空気を適切に供給する事が必要であること

から，高経年化対策を図り，空冷式空気圧縮機に更新する。更新においては，

別添資料 4-1の「圧縮空気系設備の更新について」に示すとおり，廃止措置期

間中に適切な圧縮空気を供給できるユニット型空気圧縮機を設置し，維持管理

することとし，圧縮空気系設備のうち，空気圧縮機は供用終了とする。 

 

3．検査・校正（変更なし） 

 

4．その他の安全対策（変更なし） 

 

別添資料 1 使用済燃料貯蔵プールの水温評価について（変更なし） 

 

別添資料 2 「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」

への適合性確認（変更なし） 

  

 

 

 

 

 

 

 

・圧縮空気系の維持

管理の考え方につい

て追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
原子炉補機冷却系の供用終了に伴う各負荷に附帯する代替冷却装置の設置について 

 

1. 目的 

原子炉補機冷却系は，廃止措置の進展に伴い，原子炉運転中と比較して必要な除熱

対象機器が減少してきているものの，原子炉補機冷却系のポンプの定格流量を維持す

るため，除熱が不要となった機器にも通水を実施している。このため，原子炉補機冷

却系による一括冷却方式から，「６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子

炉施設」表 6-1に記載のとおり，除熱対象機器ごとに，その設備の除熱容量を有した

個別の代替冷却装置（以下「冷却装置」という。）を設置して，除熱対象の設備と一体

的に維持管理する分散型方式へ変更する。ただし，圧縮空気系設備空気圧縮機につい

ては，冷却水を使用しない空冷式に変更して，原子炉補機冷却系の供用を終了する。 

 

2. 原子炉補機冷却系から冷却装置への変更概要 

2.1 原子炉補機冷却系の概要 

原子炉補機冷却系は，主に原子炉運転中における重水減速材の発熱＊1，原子炉残

留熱＊2，事故時の格納容器内の発生熱＊3 等を除去するために設置された重要な設

備である。 

本系統は，原子炉運転中に要求される冷却能力を有する 2 系統から構成されて

いる。図 1 及び表 1 に示すとおり，機器構成は，熱交換器 2 基及び冷却水ポンプ

3台（うち 1台は予備）である。廃止措置以降は，1系統（熱交換器 1基及び冷却

水ポンプ 1台）を性能維持施設として供用している。 

 

＊1：重水減速材の発熱 

減速材及び反射材である重水は，原子炉運転時，燃料の核分裂による放射

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料 3-1 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線エネルギー（中性子照射，ガンマ線吸収）等が熱として付加され，重水冷

却系の重水冷却器で原子炉補機冷却水により冷却する。 

＊2：原子炉残留熱 

原子炉の停止時において，炉心の崩壊熱及び原子炉冷却材の保有熱等の残

留熱を除去するため，余熱除去系の熱交換器で原子炉補機冷却水により冷却

する。 

＊3：事故時の格納容器内の発生熱 

原子炉運転において，一次冷却系破断事故が発生した場合，破断口から流

出する一次冷却水，蒸気ドラム逃がし安全弁及び隔離冷却系から放出される

蒸気が蒸気放出プールに流入する。これらを除熱するため，蒸気放出プール

冷却系の熱交換器にて，原子炉補機冷却水により冷却する。 

 

 

 

図 1 原子炉補機冷却系 系統図（原子炉運転中） 

 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海水

海水

サージタンク

サージタンク

炉浄化系
ヘリウム系
希ガスホールドアップ装置
廃棄物処理系

しゃへい冷却系

高圧注水系
低圧注水系
隔離冷却系
計装用雑用空気設備

重水冷却系

再循環ポンプシール注排水系
破損燃料検出系
燃料交換装置加圧冷却熱交
シールリーク検出系

中央制御室空調用
余熱除去系
プール水冷却系
蒸気放出プール冷却系
重水循環ポンプ冷却用

中央制御室空調用
余熱除去系
プール水冷却系
蒸気放出プール冷却系
重水循環ポンプ冷却用

補機冷却熱交換器

補機冷却熱交換器

補機冷却水ポンプ

薬品添加タンク

補機冷却水

補機冷却水

高圧注水系
低圧注水系
隔離冷却系
計装用雑用空気設備
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注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 原子炉補機冷却系の主な仕様 

 原子炉運転中 令和 4年 3月末時点 

系統数 2 1 

流量 1,248 m3/h/系統 1,248 m3/h/系統 

原子炉補機 

冷却熱交換器 

基数 2 1 

交換熱量 約 2.6×107 kcal/h/基 約 2.6×107 kcal/h/基 

原子炉補機 

冷却水ポンプ 

基数 3（うち 1は予備） 1 

容量 1,248 m3/h/台 1,248 m3/h/台 

全揚程 約 73 m 約 73 m 

 

2.2 冷却装置の設置概要 

廃止措置以降において，原子炉補機冷却系における除熱対象機器は，再生廃液

処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器，中央制御室換気系チリングユニット，床ドレ

ン処理系床ドレン収集ポンプ，機器ドレン処理系廃液収集ポンプ，プール水冷却

浄化系循環ポンプ及び圧縮空気系設備空気圧縮機のみである。 

各設備の機器は，各々の系統使用時のみ運転するものであることから，各設備

の機器運転に合わせて冷却水が必要となる。 

このため，原子炉補機冷却系による一括冷却方式から分散型方式として除熱対

象機器ごとに適切な冷却装置を設置する。ただし，圧縮空気系設備空気圧縮機に

ついては，冷却水を使用しない型式へ変更することとし，原子炉補機冷却系の供

用を終了する。 

(1) 再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置 

再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置は，密閉型冷却塔及

び冷却水循環ポンプにより構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一部に

ついては既設を供用する。 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却水は，処理廃液より高い圧力で濃縮器復水器を循環する系統構成と

し，冷却装置の故障等により冷却水流量が規定量より低下した場合には，

蒸発濃縮装置を自動停止する。なお，冷却装置が故障した場合，廃液の蒸発

濃縮処理ができなくなるものの，他の性能維持施設への影響はなく，また，

当面発生する廃液の貯蔵能力が十分に確保されており，漏えい等による作

業員及び公衆の被ばく等につながるおそれはない。 

冷却装置の系統構成を図 2に示す。 

 

 

  図 2 再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置 系統構成図 

 

(2) 中央制御室換気系チリングユニット冷却装置 

中央制御室換気系チリングユニット冷却装置は，開放型冷却塔及び冷却

水循環ポンプにより構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一部について

は，既設を供用する。 

冷却水は，中央制御室換気系チリングユニットを循環する系統構成とし，

冷却装置の故障等により冷却水流量が規定量より低下した場合には，チリ

ングユニットを自動停止する。なお，循環送風機（循環ファン）は運転を継

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再 生 廃 液

復水脱塩装 置

脱塩器等か ら

床 ド レ ン 廃 液

各建屋の床 ドレン

サンプ等か ら

機器ド レン廃 液

各建屋の機 器ドレ ン

サンプ等か ら

廃液中和タ ンク

床ド レン

収集 タンク

廃液サ ージ

タン ク

廃液収集

タン ク
ろ過装置

凝集沈でん装置

脱塩装置 廃液

サンプルタンク

床ドレン

サ ンプルタンク

蒸発濃縮装置

固体廃棄物

処理系統へ

復 水器冷却水

放 水 路

復水貯 蔵タン ク

ろ過装置

：既設範囲を示す。

散布水ポンプ

蒸発濃縮装置

濃縮器復水器

冷却塔ファン

密閉型冷却塔

冷却水循環ポンプ

原子炉補助

建屋内(廃棄

物処理室)

【再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器冷却装置】

屋外（原子炉補

助建屋屋上）

床ドレン処理系

機器ドレン処理系

再生廃液処理系

(濃縮廃液)
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注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続するため，運転員が常駐する中央制御室の環境に対する影響はない。 

冷却装置の系統構成を図 3に示す。 

 

  図 3 中央制御室換気系チリングユニット冷却装置 系統構成図 

 

(3) 床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポンプ

冷却装置 

床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポン

プ冷却装置は，冷凍機及び循環ポンプを内蔵した冷却水循環装置等により

構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一部については，既設を供用する。

なお，冷却装置が故障した場合，放射性液体廃棄物の移送を停止する。各ポ

ンプは，廃液移送時に運転するものであり，廃液移送を一時的に停止する

ものの，漏えい等による作業員及び公衆の被ばく等につながるおそれはな

い。 

冷却装置の系統構成を図 4に示す。 

 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却水循環ポンプ

中央制御室換気系

チリングユニット

開放型冷却塔

：既設範囲を示す。

冷却塔ファン

C

/

C

H

/

C

外気取入口

大気放出

運 転 員 控 室

計 算 機 室

中 央 制 御 室

C

/

C

H

/

C

空調ユニット 循環ファン

排気ファン

ｄ

屋外（原子炉補助建屋屋上）原子炉補助建屋内

(保全区域)

【中央制御室換気系チリングユニット冷却装置】

冷水ポンプ
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注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 4 床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系 

廃液収集ポンプ冷却装置 系統構成図 

 

(4) プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置 

プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置は，冷凍機及び循環ポンプを内

蔵した冷却水循環装置等により構成し，冷却水入口配管及び出口配管の一

部については，既設を供用する。なお，冷却装置の故障等により冷却水流量

が規定量より低下した場合はポンプ自動停止により，使用済燃料貯蔵プー

ルの浄化を停止する。 

使用済燃料貯蔵プール水の電導度は低い値で維持しており，冷却装置の

停止に起因するプール水の浄化が停止した場合においても，使用済燃料貯

蔵プールに貯蔵している使用済燃料の健全性に影響を与えることはない。 

なお，「ふげん」の燃料は十分冷却されており，冷却機能は既に停止して

いる。 

冷却装置の系統構成を図 5に示す。 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：既設範囲を示す。

床ドレン収集ポンプ

廃液収集ポンプ
冷却水循環装置

再 生 廃 液

復水 脱塩装 置

脱塩 器等か ら

再 生 廃 液 処 理 系

床 ド レ ン 廃 液

各建 屋の床 ドレン

サン プ等か ら

床 ド レ ン 処 理 系

機器ド レン廃 液

各建 屋の機 器ドレ ン

サン プ等か ら

機器ド レン処 理系

廃液中和タンク

床ド レン
収集 タンク

廃 液サ ージ
タン ク

廃液 収集
タン ク

ろ過装置

凝集沈でん装置

脱塩装置 廃液
サン プルタンク

床 ドレン
サ ンプルタンク

蒸発濃縮装置

（凝縮水）濃縮器
復水器

復 水器冷却水
放 水 路

復水貯 蔵タン ク

ろ過装置

収集ポンプ

廃液収集
ポンプ

床ドレン

固体廃棄物

処理系統へ

【床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び

機器ドレン処理系廃液収集ポンプ冷却装置】

(濃縮廃液)
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置 系統構成図 

 

3. 原子炉補機冷却系の負荷 

3.1 熱負荷の推移 

原子炉運転中における原子炉定格出力運転時の熱負荷は，表 2 に示すとおり，

熱負荷合計 47.8×106 kcal／h を原子炉補機冷却系 2 系統（5.2×107 kcal／h／2

基）で冷却する能力を有している。 

 

表 2 原子炉定格出力運転時の熱負荷 

負荷 熱量 割合 

重水冷却系 30.4×106 kcal／h 63.6％ 

原子炉冷却材浄化系 9.4×106 kcal／h 19.7％ 

しゃへい冷却系 2.8×106 kcal／h 5.9％ 

再循環ポンプシール注排水系 1.7×106 kcal／h 3.5％ 

廃棄物処理系 1.3×106 kcal／h 2.7％ 

その他 

（使用済燃料貯蔵設備，換気設備，圧縮

空気系設備等） 

2.2×106 kcal／h 4.6％ 

合計 47.8×106 kcal／h 100％ 

 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：既設範囲を示す。

プール水冷却浄化系

循環ポンプ

冷却水循環装置

【プール水冷却浄化系循環ポンプ冷却装置】

使 用 済 燃 料 貯 蔵 プ ー ル

ろ
過
脱
塩
器

冷
却
器
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

一方，原子炉恒久停止に伴い，原子炉運転中の重水減速材の発熱，原子炉残留

熱，事故時の格納容器内の発生熱等を除去する必要はなく，また，廃止措置以降

において，既往の廃止措置計画に記載のとおり原子炉から取出した使用済燃料貯

蔵プールに貯蔵している使用済燃料が十分冷却されたことを確認したことから，

除熱を行っていた主要な各負荷は供用を終了し，解体設備に移行している。この

ため，原子炉補機冷却系は，原子炉冷却系統施設等への冷却機能は不要となり，

原子炉運転中の役目を終えている。 

また，廃止措置以降の熱負荷については，表 2 に示す熱負荷のうち，廃棄物処

理系及びその他（使用済燃料貯蔵設備，換気設備，圧縮空気系設備等）であり，除

熱対象機器が大幅に減少したため，原子炉定格出力運転時の熱負荷に対して僅か

約 7.3％に留まる。ここで，廃棄物処理系は再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復

水器，床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポンプ，

換気設備は中央制御室換気系チリングユニット，使用済燃料貯蔵設備はプール水

冷却浄化系循環ポンプ，圧縮空気系設備は圧縮空気系設備空気圧縮機が該当する。 

 

3.2 運用の推移 

原子炉運転中において，原子炉補機冷却系は，2系統（熱交換器 2基，冷却水ポ

ンプ 3台（うち 1台は予備））を維持してきており，廃止措置以降は，1系統（熱

交換器 1基，冷却水ポンプ 1台）を維持管理している。 

原子炉補機冷却水ポンプ（電動機含む。）については，安定した流量で運転を維

持する必要があるため，表 3 に示すとおり，解体設備へ移行できる蒸気放出プー

ル冷却系及び余熱除去系の熱交換器等へ通水を行い，定格流量を確保している状

態である。なお，その他の解体設備に移行した設備への通水は停止している。 

原子炉補機冷却系熱交換器については，前述のとおり除熱が必要な熱負荷量が

原子炉運転中の約 7.3％であり，冷却能力を大きく下回っている状況である。 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

表 3 原子炉補機冷却系の主な負荷の運用状態 

原子炉補機冷却系の主な負荷 

令和 4年 3月末時点に

おける主な負荷の状態 
冷却装置設置，原子炉 

補機冷却系供用終了後における 

主な負荷の運用状態 運用状態 
冷却水 

通水中 

重水冷却系 重水冷却器 解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

蒸気放出プール冷却系 熱交換器 供用終了  ○＊１ 解体設備へ移行 

余熱除去系 熱交換器 供用終了  ○＊１ 解体設備へ移行 

しゃへい冷却系 熱交換器 解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

原子炉冷却材浄化系 非再生熱交換器 解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

廃棄物処理系 濃縮器復水器 供用中 ○ 冷却装置にて冷却水を供給 

廃液収集ポンプ 供用中 ○ 冷却装置にて冷却水を供給 

床ドレン収集ポンプ 供用中 ○ 冷却装置にて冷却水を供給 

中央制御室換気系 チリングユニット 供用中 ○ 冷却装置にて冷却水を供給 

プール水冷却浄化系 冷却器  供用中＊2 － 冷却器胴側配管を解体設備へ移行 

循環ポンプ 供用中 ○ 冷却装置にて冷却水を供給 

原子炉再循環系 再循環ポンプシール

注排水系 

解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

非常用冷却設備 高圧注水ポンプ 解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

低圧注水ポンプ 解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

隔離冷却ポンプ 解体設備 －  －（令和 4年 3月末時点と同じ） 

圧縮空気系設備 空気圧縮機 供用中 ○ 冷却水を使用しない型式へ変更 

＊1：原子炉補機冷却系の安定運転のため，解体設備に移行できる設備にも通水中 

＊2：冷却器胴側配管は供用終了 

 

以上のことから，令和 4 年 3 月末時点における原子炉補機冷却系の性能（冷却能

力）は，主な負荷の熱負荷量に対して過剰な状態で維持しており，冷却装置を設置し

て除熱対象設備と一体的に維持管理するよう変更する。また，原子炉補機冷却系を供

用終了することは，廃止措置作業を安全かつ合理的に進める上で必要な措置であり，

廃止措置の進捗に応じた性能低減，設備縮小化として合理的な運用が可能となる。 

 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

4. 廃止措置作業への影響 

原子炉補機冷却系の主要機器（熱交換器，原子炉補機冷却水ポンプ等）の設置エリ

アは，原子炉補助建屋の地下 1階の大部分を占めている。また，配管については，原

子炉建屋，原子炉補助建屋，廃棄物処理室等の全域に敷設されている。現行のエリア

にて原子炉補機冷却系の設備更新を行う場合，配管工事は，上記のとおり敷設エリア

が広範囲にわたり，また，廃止措置作業における解体設備のエリアと干渉し，解体作

業を安全に進める上で影響を及ぼす可能性がある。 

このため，引き続き除熱が必要となる各設備の対象機器は，原子炉補機冷却系によ

る一括冷却方式から冷却装置を導入した分散型方式とすることにより，維持設備ごと

に管理が可能となる。 

これにより，原子炉補機冷却系の定期点検に伴う除熱対象機器ごとの稼働制限及び

点検工程干渉はなくなり，また，維持設備ごとに供用終了することが可能となるため，

蒸気放出プール冷却系及び余熱除去系を解体設備に移行でき，さらに，原子炉補機冷

却系を解体設備に移行することで，原子炉施設の安全性に影響を与えることなく，エ

リアごとに合理的な解体作業が可能となるなど，今後の解体作業を進める上での利点

も大きい。 

 

5. 冷却装置の仕様評価 

(a)  再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器 

再生廃液処理系蒸発濃縮装置濃縮器復水器（以下「濃縮器復水器」という。）は，

蒸発濃縮装置で使用された水蒸気を原子炉補機冷却系で冷却し，凝縮させて復水

にする機器である。図 6に濃縮器復水器の外形図を示す。 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

図 6 濃縮器復水器 外形図 

 

濃縮器復水器に通水する廃液は，約 100℃の水蒸気であり，原子炉補機冷却系と

の熱交換によって，冷却，凝縮され，約 50℃の復水となるように，原子炉補機冷

却系の冷却水は，流量約 110m3／h，入口温度約 35℃，出口温度約 40℃となる設計

としている。 

本条件における原子炉補機冷却系の除熱量は，以下の式（1）から近似値として

求められる。 

Q＝ρ×q×c×(To-Ti) ・・・・・（1） 

Q ：熱量[kcal/h]=4.18605[kJ/h] 

c ：比熱[kJ/kg・K] 

ρ：密度[kg/m3] 

q ：流量[m3/h] 

Ti ：入口温度[K] 

To ：出口温度[K] 

Q＝994.031[kg/m3]×110[m3/h]×4.1784[kJ/kg・K]×(313-308[K]) 

 ≒2,284,400[kJ/h] 

 ≒545,700[kcal/h] 

上記の計算結果から，濃縮器復水器に必要な除熱量は，約 545,700kcal/h であ

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

り，設計仕様上の除熱量である 589,000kcal/h（≒685.0kW）と同等以上の冷却能

力を有する冷却装置を設置することで，濃縮器復水器の機能維持に影響を与える

ことはないと評価できる。 

 

(b) 中央制御室換気系チリングユニット 

中央制御室換気系チリングユニット（以下「チリングユニット」という。）は，

中央制御室内の温度調整をするために用いる冷水を冷却する冷凍装置であり，チ

リングユニットの凝縮器で発生した熱量を原子炉補機冷却系で冷却する。図 7 に

チリングユニットの外形図を示す。 

 

 

図 7 チリングユニット 外形図 

 

凝縮器の発生熱量は，冷凍サイクルの冷却過程で冷媒から放出される熱量であ

り，これは蒸発器で取り入れた熱量である冷凍負荷（冷凍機の冷却能力）に圧縮機

の入力に相当する熱量を加えたものとし，以下の式（2）より求められる。 

φk＝φ0＋P ・・・・・（2） 

φk：凝縮器負荷[kcal/h] 

φ0：冷凍負荷（冷凍能力）[kcal/h] 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

P ：圧縮機入力[kcal/h] 

φk ＝280,000[kcal/h]＋(98.2[kW]×859.8)[kcal/h] 

   ≒364,400[kcal/h] 

上記の計算結果から，チリングユニットの発生熱量は，約 364,400kcal/h であ

り，チリングユニットの冷却に必要な設計仕様上の除熱量である 365,000kcal/h

（≒424.5kW）と同等以上の冷却能力を有する冷却装置を設置することにより，チ

リングユニットの冷凍機能に影響を与えることはないと評価できる。 

出典：『SIによる上級冷凍受験テキスト（日本冷凍空調学会）』 

 

(c) 床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ及び機器ドレン処理系廃液収集ポンプ 

床ドレン処理系床ドレン収集ポンプ（以下「床ドレン収集ポンプ」という。）及

び機器ドレン処理系廃液収集ポンプ（以下「廃液収集ポンプ」という。）は，放射

性液体廃棄物を移送するポンプであり，電動機で発生した熱量を原子炉補機冷却

系で冷却する。図 8に床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプの外形図を示す。 

 

 

図 8 床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプ 外形図 

 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

当該機器は，ポンプ部と電動機部が一体化した密閉構造のポンプであり，ポンプ

運転時の損失分がジャケットの冷却水に伝達することから，電動機の発生熱量は，

以下の式（3）より求められる。 

 P＝P0－Pw ・・・・・（3） 

P：発生熱量[kW]    1[kcal/h]=1.163[W] 

P0：電動機入力[kW] 

Pw：水動力[kW] 

ここで，Pw =ρgQH×10-3 

ρ：密度[kg/m3] 

g ：自由落下加速度[m/s2] 

Q ：吐出量[m3/s] 

H ：全揚程[m] 

P＝10.6[kW]－(997.062[kg/m3]×9.8[m/s2]×15/3,600[m3/s]×75[m]×10-3) 

＝7.6[kW] 

 ≒6,534[kcal/h]  

上記の計算結果から，床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプの発生熱量は，

7.6[kW]であり，ポンプの冷却に必要な原子炉補機冷却系の除熱量である 7.6[kW]

以上の冷却能力を有する冷却装置を設置することにより，床ドレン収集ポンプ及

び廃液収集ポンプの機能に影響を与えることはないと評価できる。なお，床ドレン

収集ポンプと廃液収集ポンプは，同時に運転しない運用であることから，1台の冷

却装置を供用する。 

出典：『機械工学便覧 B5編 流体機械（日本機械学会）』 

 

(d) プール水冷却浄化系循環ポンプ 

プール水冷却浄化系循環ポンプは，使用済燃料貯蔵プールの浄化運転をする場

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

合に使用する機器であり，ポンプ軸受で発生した熱量を原子炉補機冷却系で冷却

する。図 9にプール水冷却浄化系循環ポンプの外形図，図 10に軸受部の外形図を

示す。 

 

 

図 9 プール水冷却浄化系循環ポンプ 外形図 

 

 

図 10 軸受部 外形図 

 

当該機器の軸受は，ラインベアリング及びスラストベアリングであり，軸受の発

生熱量は，以下の式（4）より求められる。 

Q＝2π×n×M ・・・・・（4） 

Q：発生熱量[W] 

M：摩擦モーメント[N・m] 

n：軸受の回転速度[s-1] 

ここで，M＝f×F×d/2 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

f：摩擦係数 

F：軸受荷重[N] 

d：軸受内径[m] 

軸受（ラインベアリング）の発生熱量を Q1とすると 

Q1＝2π×59.2[s-1]×0.0026×2,664.5[N]×0.06[m]/2 

  ≒77[W] 

軸受（スラストベアリング）の発生熱量を Q2とすると 

Q2＝2π×59.2[s-1]×0.0028×4,603.2[N]×0.055[m]/2 

    ≒132[W] 

よって合計発生熱量 Q0は以下となる。 

Q0＝Q1＋Q2 

    ＝209[W]   

   ≒180[kcal/h] 

上記の計算結果から，プール水冷却浄化系循環ポンプの発生熱量は，0.21[kW]で

あり，ポンプの冷却に必要な原子炉補機冷却系の除熱量として，0.21[kW]以上の冷

却能力を有する冷却装置を設置することにより，プール水冷却浄化系循環ポンプ

の機能に影響を与えることはないと評価できる。なお，床ドレン収集ポンプ及び廃

液収集ポンプに設置するものと同じ冷却能力の装置を設置する。 

出典：『転がり軸受（NTN 株式会社）』 

 

 

 

 

 

 

 

・別添資料 3-1に

「原子炉補機冷却系

の供用終了に伴う各

負荷に附帯する代替

冷却装置の設置につ

いて」を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

別添資料 3-2 

「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」への適合性確認 

 

 原子炉補機冷却系代替冷却装置の設計及び工事の方法に対して，「研究開発段階発電用原子炉及び

その附属施設の技術基準に関する規則」に掲げる技術上の基準へ適合性すべき項目は，以下に示す

とおりである。 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第一章 総則 

第一条 適用範囲 ― ― ― 

第二条 定義 ― ― ― 

第三条 
特殊な設計による発電用原子炉施
設 

無 ― ― 

第三条の二 廃止措置中の発電用原子炉施設 有 第 1項 別紙 2-1 

第二章 設計基準対象施設 

第四条 設計基準対象施設の地盤 無 ― ― 

第五条 地震による損傷の防止 無 ― ― 

第六条 津波による損傷の防止 無 ― ― 

第七条 外部からの衝撃による損傷の防止 無 ― ― 

第八条 立入りの防止 無 ― ― 

第九条 
発電用原子炉施設への人の不法な
侵入等の防止 

無 ― ― 

第十条 急傾斜地の崩壊の防止 無 ― ― 

第十一条 火災による損傷の防止 無 ― ― 

第十二条 
発電用原子炉施設内における溢水
等による損傷の防止 

無 ― ― 

第十三条 安全避難通路等 無 ― ― 

第十四条 安全設備 無 ― ― 

第十五条 設計基準対象施設の機能等 無 ― ― 

第十六条 全交流動力電源喪失対策設備 無 ― ― 

第十七条 材料及び構造 無 ― ― 

 

・原子炉補機冷却系

代替冷却装置の技術

基準への適合性確認

を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第十八条 流体振動等による損傷の防止 無 ― ― 

第十九条 安全弁等 無 ― ― 

第二十条 耐圧試験等 無 ― ― 

第二十一条 監視試験片 無 ― ― 

第二十二条 炉心等 無 ― ― 

第二十三条 熱遮蔽材 無 ― ― 

第二十四条 一次冷却材等 無 ― ― 

第二十五条 燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備 無 ― ― 

第二十六条 原子炉冷却材圧力バウンダリ等 無 ― ― 

第二十七条 
原子炉冷却材圧力バウンダリの隔
離装置等 

無 ― ― 

第二十八条 一次冷却材処理装置 無 ― ― 

第二十九条 逆止め弁 無 ― ― 

第三十条 蒸気タービン 無 ― ― 

第三十一条 非常用炉心冷却設備 無 ― ― 

第三十二条 循環設備等 無 ― ― 

第三十三条 計測装置 無 ― ― 

第三十四条 安全保護装置 無 ― ― 

第三十五条 
反応度制御系統及び原子炉停止系
統 

無 ― ― 

第三十六条 制御材駆動装置 無 ― ― 

第三十七条 原子炉制御室等 無 ― ― 

第三十八条 廃棄物処理設備等 無 ― ― 

第三十九条 廃棄物貯蔵設備等 無 ― ― 

第四十条 放射性物質による汚染の防止 無 ― ― 

第四十一条 生体遮蔽等 無 ― ― 

第四十二条 換気設備 無 ― ― 

第四十三条 原子炉格納施設 無 ― ― 

第四十四条 保安電源設備 無 ― ― 

 

・原子炉補機冷却系

代替冷却装置の技術

基準への適合性確認

を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47



新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第四十五条 緊急時対策所 無 ― ― 

第四十六条 警報装置等 無 ― ― 

第四十七条 
ナトリウムの漏えいによる影響の
防止 

無 － － 

第四十八条 ナトリウムの取扱い 無 － － 

第四十九条 カバーガスの取扱い 無 － － 

第五十条 準用 無 － － 

第三章 重大事故等対処施設 

第五十一条 重大事故等対処施設の地盤 無 － － 

第五十二条 地震による損傷の防止 無 － － 

第五十三条 津波による損傷の防止 無 － － 

第五十四条 火災による損傷の防止 無 － － 

第五十五条 特定重大事故等対処施設 無 － － 

第五十六条 重大事故等対処設備 無 － － 

第五十七条 安全弁等 無 － － 

第五十八条 
緊急停止失敗時に発電用原子炉を
未臨界にするための設備 

無 － － 

第五十九条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧
時に発電用原子炉を冷却するため
の設備 

無 － － 

第六十条 
原子炉冷却材圧力バウンダリを減
圧するための設備 

無 － － 

第六十一条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧
時に発電用原子炉を冷却するため
の設備 

無 － － 

第六十二条 
最終ヒートシンクへ熱を輸送する
ための設備 

無 － － 

第六十三条 
原子炉格納容器内の冷却等のため
の設備 

無 － － 

第六十四条 
原子炉格納容器の過圧破損を防止
するための設備 

無 － － 

第六十五条 
原子炉格納容器下部の溶融炉心を
冷却するための設備 

無 － － 

第六十六条 
水素爆発による原子炉格納容器の
破損を防止するための設備 

無 － － 

第六十七条 
水素爆発による原子炉建屋等の損
傷を防止するための設備 

無 － － 

 

 

・原子炉補機冷却系

代替冷却装置の技術

基準への適合性確認

を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第六十八条 
使用済燃料貯蔵槽の冷却等のため
の設備 

無 － － 

第六十九条 
工場等外への放射性物質の拡散を
抑制するための設備 

無 － － 

第七十条 
緊急停止失敗時に炉心の著しい損
傷及び原子炉格納容器の破損を防
止するための設備 

無 － － 

第七十一条 
重大事故等の収束に必要な水源及
び水の供給設備 

無 － － 

第七十二条 電源設備 無 － － 

第七十三条 計装設備 無 － － 

第七十四条 原子炉制御室 無 － － 

第七十五条 監視測定設備 無 － － 

第七十六条 緊急時対策所 無 － － 

第七十七条 通信連絡を行うために必要な設備 無 － － 

第七十八条 準用 無 － － 

第四章 雑則 

第七十九条 電磁的記録媒体による手続 無 － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子炉補機冷却系

代替冷却装置の技術

基準への適合性確認

を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

別紙 2-1 

1. 廃止措置中の発電用原子炉施設に係る適合性について 

 第三条の二に基づき，原子炉補機冷却系の代替冷却装置は，除熱対象機器ごとに附帯する冷却装

置として，除熱対象の設備と一体的に維持管理を行う。 

 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（廃止措置中の発電用原子炉施設） 

第三条の二 法第四十三条の三の三十四第二項の認可を受けた場合には，当該認可に係る廃止

措置計画（同条第三項において準用する法第十二条の六第三項又は同条第五項の規定による

変更の認可又は届出があったとき，その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定め

る性能維持施設（研開炉規則第百十条の二第十一号の性能維持施設をいう。）については，

第二章及び第三章の規定にかかわらず，当該認可に係る廃止措置計画に定めるところによ

り，当該施設を維持しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子炉補機冷却系

代替冷却装置の技術

基準への適合性確認

を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

圧縮空気系設備の更新について 

 

1. 目的 

「ふげん」では，性能維持施設及び解体作業に用いる機械設備への圧縮空気を水冷

式のレシプロ型空気圧縮機により供給してきており，本圧縮機は設置後 40年以上が経

過し，故障時における部品供給が困難な状況となっている。今後も廃止措置期間中

は，適切に圧縮空気を供給するため，既往の廃止措置計画に記載のとおり，空気圧縮

機を更新する。更新に当たっては，水冷式のレシプロ型から空冷式のユニット型に変

更する。 

 

2. 圧縮空気系設備の更新概要 

圧縮空気系設備のうち，更新対象については，ユニット型空気圧縮機及びユニット

型アフタークーラーを設置し，その後，制御用空気圧縮機及び所内用空気圧縮機並び

にアフタークーラーは供用を終了する。また，設置するユニット型空気圧縮機及びア

フタークーラーは，各々2台とし，1台を常用機，１台をバックアップとして予備機と

する。なお，前置空気貯槽以降の設備については，既設を供用する。 

 

3. 圧縮空気系設備更新前後の系統状態 

現在の圧縮空気系設備は，原子炉恒久停止により，圧縮空気の使用量が減少したこ

とから，制御用空気圧縮機 1台で性能維持施設等に圧縮空気を供給している。また，

所内用空気圧縮機については，制御用空気圧縮機点検時等において，圧縮空気を供給

するために維持管理をしている。現在の系統構成を図 1に示す。 

なお，廃止措置段階においては，原子炉運転中に要求された多重化機能による系統

構成は不要であることから，空気圧縮機更新時には，今後の設備メンテナンスを合理

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料 4-1 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

的に実施するため，制御用空気系及び所内用空気系を統合する。更新後の系統構成を

図 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 現在の圧縮空気系設備の系統構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 更新後の圧縮空気系設備の系統構成 

 

4. 圧縮空気系設備の負荷 

4.1 負荷量の推移 

原子炉運転中においては，原子炉の計測系計器，空気作動弁等に圧縮空気を供給

していた。原子炉恒久停止により，現在は表 1に示す性能維持施設及び解体作業等

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加

する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

に用いる機械設備に圧縮空気を供給している。廃止措置段階においては，万一，性

能維持施設に圧縮空気の供給が停止した場合であっても，空気作動弁等は，フェイ

ルクローズ等により弁（ダンパ）は閉止及び換気設備は停止することから，閉じ込

め機能の維持により，放射性物質の拡散防止はでき，公衆への被ばく等につながる

おそれはない。なお，原子炉運転中においても，外部電源喪失事故時には，換気設

備は停止することにより，同じく閉じ込め機能を維持しており，同様の考え方であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加

する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加

する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加

する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

4.2 圧縮空気量について 

現在の圧縮空気の使用量は，既設制御用空気圧縮機の運転データから算出する

と，約 5.7m3／minであり，ユニット型脱湿装置の再生空気量（2.8m3／min）を加算

した合計は 8.5m3／minである。この使用量は，制御用空気圧縮機容量（11.5m3／

min）の約 74%であり，余剰分（約 26%）の容量から，今後導入する設備（セメント

混練固化装置等）に供給する圧縮空気量を十分に確保できるため，設置する空気圧

縮機の容量は，既設制御用空気圧縮機と同等以上とする。 

なお，設置するユニット型空気圧縮機は，製造メーカにおける既製品とすること

から，既設制御用空気圧縮機と同等の容量以上に合致する既製品の空気供給量は，

13.2m3／minである。 

 

5. 圧縮空気系設備の必要な機能 

原子炉運転中において圧縮空気系設備は，原子炉の計測系計器等に圧縮空気を供給

しており，原子炉を安全・安定運転するために重要な設備であった。このため，制御

用空気設備には，空気圧縮機が 2台設置されている。また，これらの圧縮機が故障し

た際にも，安定的に圧縮空気を供給するため，所内用空気圧縮機が 2台バックアップ

として使用できるよう多重化された構成となっていた。なお，廃止措置段階において

は，原子炉運転段階で要求されていた主要な設備について，機能要求が不要となり供

用を終了していることから，圧縮空気系設備について，多重化機能は不要である。 

 

6. 圧縮空気系設備設置場所の移設 

現在，圧縮空気系設備の主要機器（空気圧縮機，アフタークーラー等）は，ター

ビン建屋地下 1 階（保全区域）に設置されているが，本エリアは，廃止措置作業に

おける解体撤去物の搬送ルートと干渉し，解体作業を安全かつ合理的に進める上で

影響を及ぼす。このため，空気圧縮機及びアフタークーラーを設置する場所につい

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の

更新」について追加

する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

ては，原子炉施設内の専用の空気圧縮機小屋とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・別添資料 4-1に

「圧縮空気系設備の
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

別添資料 4-2 

「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」への適合性確認 

 

 圧縮空気系設備ユニット型空気圧縮機の設計及び工事の方法に対して，「研究開発段階発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」に掲げる技術上の基準へ適合すべき項目は，以下に

示すとおりである。 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第一章 総則 

第一条 適用範囲 ― ― ― 

第二条 定義 ― ― ― 

第三条 
特殊な設計による発電用原子炉施
設 

無 ― ― 

第三条の二 廃止措置中の発電用原子炉施設 有 第 1項 別紙 3-1 

第二章 設計基準対象施設 

第四条 設計基準対象施設の地盤 無 ― ― 

第五条 地震による損傷の防止 無 ― ― 

第六条 津波による損傷の防止 無 ― ― 

第七条 外部からの衝撃による損傷の防止 無 ― ― 

第八条 立入りの防止 無 ― ― 

第九条 
発電用原子炉施設への人の不法な
侵入等の防止 

無 ― ― 

第十条 急傾斜地の崩壊の防止 無 ― ― 

第十一条 火災による損傷の防止 無 ― ― 

第十二条 
発電用原子炉施設内における溢水
等による損傷の防止 

無 ― ― 

第十三条 安全避難通路等 無 ― ― 

第十四条 安全設備 無 ― ― 

第十五条 設計基準対象施設の機能等 無 ― ― 

第十六条 全交流動力電源喪失対策設備 無 ― ― 

第十七条 材料及び構造 無 ― ― 

 

・圧縮空気系設備ユ

ニット型空気圧縮機

の技術基準への適合

性確認を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第十八条 流体振動等による損傷の防止 無 ― ― 

第十九条 安全弁等 無 ― ― 

第二十条 耐圧試験等 無 ― ― 

第二十一条 監視試験片 無 ― ― 

第二十二条 炉心等 無 ― ― 

第二十三条 熱遮蔽材 無 ― ― 

第二十四条 一次冷却材等 無 ― ― 

第二十五条 燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備 無 ― ― 

第二十六条 原子炉冷却材圧力バウンダリ等 無 ― ― 

第二十七条 
原子炉冷却材圧力バウンダリの隔
離装置等 

無 ― ― 

第二十八条 一次冷却材処理装置 無 ― ― 

第二十九条 逆止め弁 無 ― ― 

第三十条 蒸気タービン 無 ― ― 

第三十一条 非常用炉心冷却設備 無 ― ― 

第三十二条 循環設備等 無 ― ― 

第三十三条 計測装置 無 ― ― 

第三十四条 安全保護装置 無 ― ― 

第三十五条 
反応度制御系統及び原子炉停止系
統 

無 ― ― 

第三十六条 制御材駆動装置 無 ― ― 

第三十七条 原子炉制御室等 無 ― ― 

第三十八条 廃棄物処理設備等 無 ― ― 

第三十九条 廃棄物貯蔵設備等 無 ― ― 

第四十条 放射性物質による汚染の防止 無 ― ― 

第四十一条 生体遮蔽等 無 ― ― 

第四十二条 換気設備 無 ― ― 

第四十三条 原子炉格納施設 無 ― ― 

第四十四条 保安電源設備 無 ― ― 

 

・圧縮空気系設備ユ

ニット型空気圧縮機

の技術基準への適合

性確認を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第四十五条 緊急時対策所 無 ― ― 

第四十六条 警報装置等 無 ― ― 

第四十七条 
ナトリウムの漏えいによる影響の
防止 

無 － － 

第四十八条 ナトリウムの取扱い 無 － － 

第四十九条 カバーガスの取扱い 無 － － 

第五十条 準用 無 － － 

第三章 重大事故等対処施設 

第五十一条 重大事故等対処施設の地盤 無 － － 

第五十二条 地震による損傷の防止 無 － － 

第五十三条 津波による損傷の防止 無 － － 

第五十四条 火災による損傷の防止 無 － － 

第五十五条 特定重大事故等対処施設 無 － － 

第五十六条 重大事故等対処設備 無 － － 

第五十七条 安全弁等 無 － － 

第五十八条 
緊急停止失敗時に発電用原子炉を
未臨界にするための設備 

無 － － 

第五十九条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧
時に発電用原子炉を冷却するため
の設備 

無 － － 

第六十条 
原子炉冷却材圧力バウンダリを減
圧するための設備 

無 － － 

第六十一条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧
時に発電用原子炉を冷却するため
の設備 

無 － － 

第六十二条 
最終ヒートシンクへ熱を輸送する
ための設備 

無 － － 

第六十三条 
原子炉格納容器内の冷却等のため
の設備 

無 － － 

第六十四条 
原子炉格納容器の過圧破損を防止
するための設備 

無 － － 

第六十五条 
原子炉格納容器下部の溶融炉心を
冷却するための設備 

無 － － 

第六十六条 
水素爆発による原子炉格納容器の
破損を防止するための設備 

無 － － 

第六十七条 
水素爆発による原子炉建屋等の損
傷を防止するための設備 

無 － － 

 

・圧縮空気系設備ユ

ニット型空気圧縮機

の技術基準への適合

性確認を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第六十八条 
使用済燃料貯蔵槽の冷却等のため
の設備 

無 － － 

第六十九条 
工場等外への放射性物質の拡散を
抑制するための設備 

無 － － 

第七十条 
緊急停止失敗時に炉心の著しい損
傷及び原子炉格納容器の破損を防
止するための設備 

無 － － 

第七十一条 
重大事故等の収束に必要な水源及
び水の供給設備 

無 － － 

第七十二条 電源設備 無 － － 

第七十三条 計装設備 無 － － 

第七十四条 原子炉制御室 無 － － 

第七十五条 監視測定設備 無 － － 

第七十六条 緊急時対策所 無 － － 

第七十七条 通信連絡を行うために必要な設備 無 － － 

第七十八条 準用 無 － － 

第四章 雑則 

第七十九条 電磁的記録媒体による手続 無 － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圧縮空気系設備ユ

ニット型空気圧縮機

の技術基準への適合

性確認を追加する。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

別紙 3-1 

1. 廃止措置中の発電用原子炉施設に係る適合性について 

 第三条の二に基づき，圧縮空気系設備ユニット型空気圧縮機は，性能維持施設である専ら廃止措

置に必要な主要装置として維持管理を行う（本文６ 表 6-1）。 

 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（廃止措置中の発電用原子炉施設） 

第三条の二 法第四十三条の三の三十四第二項の認可を受けた場合には，当該認可に係る廃止

措置計画（同条第三項において準用する法第十二条の六第三項又は同条第五項の規定による

変更の認可又は届出があったとき，その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定め

る性能維持施設（研開炉規則第百十条の二第十一号の性能維持施設をいう。）については，

第二章及び第三章の規定にかかわらず，当該認可に係る廃止措置計画に定めるところによ

り，当該施設を維持しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圧縮空気系設備ユ

ニット型空気圧縮機

の技術基準への適合
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

 
 

受電系統の運用変更について 
 
1. 目的 

受電系統については，廃止措置の進展に伴い，原子炉運転中と比較して電気電力量

が減少してきている。また，専ら廃止措置に必要な主要装置の導入による負荷電力量

を考慮しても 77kV 受電系統の予備変圧器容量で廃止措置期間中維持する設備へ電源

を供給できる状態にある。 

このため，既往の廃止措置計画に記載のとおり，商用電源である受電系統を 275kV

から 77kVに切替える。 

  

2. 受電系統の系統概要 

受電系統は，廃止措置期間中においても，維持する設備へ電源を供給するために必

要な設備である。本系統は，275kV受電系統及び 77kV受電系統から構成されており，

通常時は 275kVから所内電源負荷へ電源を供給している。 

 

(1) 275kV受電系統 

275kV 受電系統は，275kV 開閉所母線から商用電源を受電し，起動変圧器により

電圧を 6.9kVに降圧後に所内電源負荷へ電源を供給する設備であり，表 1に示すと

おり，開閉所母線 2回線，起動変圧器 1基から構成されている。 

(2) 77kV受電系統 

77kV 受電系統は，77kV 開閉所母線から商用電源を受電し，予備変圧器により電

圧を 6.9kVに降圧後に所内電源負荷へ電源を供給する設備であり，表 1に示すとお

り，開閉所母線 1回線，予備変圧器 1基から構成されている。 

原子炉運転中及び廃止措置以降，令和 4 年 3 月末時点における 77kV 受電系統の

運用は予備電源であり，275kV送電線事故等により 275kV商用電源が喪失し，かつ，

 

・別添資料 5に「受

電系統の運用変更に

ついて」を追加す

る。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

ディーゼル発電機から電源供給できない場合に 77kV 受電系統から所内電源負荷へ

電源を供給する運用である。 

今回，受電系統を 275kVから 77kVに切替えた以降において，77kV 受電系統は予

備電源ではなく，常時受電する電源設備とする。 

 

表 1 受電系統の主な仕様 

 275kV受電系統 77kV受電系統 

開閉所母線数 2回線 1回線 

変圧器容量 起動変圧器 

22,000kVA 

予備変圧器（77kV変圧器） 

4,000kVA 

 

(3) 受電系統の切替え概要 

受電系統の切替えに際しては，77kV 受電系統から供給を開始して所内電源負荷

の振替接続を行い，275kV受電系統からの受電を停止する。受電系統の切替えは，

令和 5年 3月から令和 5年 5月までを予定しており，切替え完了後，275kV受電系

統の供用を終了する。 

令和 4年 3月末時点の受電系統構成を図 1に，受電系統切替え後の構成を図 2に

示す。なお，予備電源装置の導入までは既往のディーゼル発電機を供用する。 

 

 

・別添資料 5に「受

電系統の運用変更に

ついて」を追加す

る。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

 

図 1 令和 4年 3月末時点の受電系統構成   図 2 受電系統切替え後の構成 

 

3. 所内負荷容量の推移 

原子炉運転中において，原子炉計画停止期間（起動変圧器からの受電時期間）にお

ける所内負荷容量は，約 11,000kVAであり，原子炉恒久停止以降は，廃止措置の進捗

に伴い負荷容量が減少し，令和 4 年 3 月末時点においては表 2 に示すとおり約

3,430kVAである。 

今後，廃止措置のために導入する装置等の合計負荷容量（約 400kVA と想定）を考

慮しても所内負荷容量は約 3,830kVA であり，さらに，原子炉補機冷却系及び圧縮空

気系設備空気圧縮機は供用を終了し，所内負荷容量は約 3,410kVA となることから，

予備変圧器容量 4,000kVAに対して裕度がある。 

また，解体の進捗に応じて維持する設備も供用を終了することから，所内負荷容量

は減少していくため，受電系統を 77kV に切り替えた以降においても，廃止措置に影

響を及ぼすことなく，廃止措置期間中維持する設備に電源を供給することが可能であ

る。 

 

 

 

 

・別添資料 5に「受

電系統の運用変更に

ついて」を追加す

る。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）変更後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

変更前 変更後 備 考 

表 2 所内負荷容量の推移  

受電系統の主な負荷 

所内負荷容量の推移 

原子炉運転中の 

負荷容量[kVA]＊1 

令和 4年 3月末時点 

の負荷容量[kVA]＊２ 

専ら設備等導入後

の負荷容量[kVA] 

6.9 

kV 

高

圧

電

気

設

備 

原子炉補機冷却系海水ポンプ 

約 11,000 

430 430 

原子炉補機冷却水ポンプ 350   0＊３ 

換気設備（原子炉補助建屋排風機） 250 250 

取水口変圧器 20 20 

海水電解装置整流器 10 10 

重水精製装置電源 50 50 

K地区パワーセンタ 40 40 

A-動力変圧器 820 820 

B-動力変圧器 1,150 1,150 

C-動力変圧器 130 130 

D-動力変圧器 180  110＊４ 

原子炉再循環ポンプ（解体設備）   

循環水ポンプ（解体設備） 

復水ポンプ（解体設備） 

導

入

装

置 

セメント混練固化装置   

 400＊５ 

原子炉補機冷却系代替冷却装置 

ユニット型空気圧縮機 

レベル 2用モルタル充填固化装置 

レベル 1用廃棄体化処理・搬送装置 

減容安定化処理装置 

原子炉領域遠隔解体装置 

負荷容量合計[kVA] 約 11,000 約 3,430 約 3,410 

＊１：起動変圧器からの受電状態として，原子炉計画停止期間の最大容量を想定し，平成 14年の計画停止期

間（原子炉起動前状態）における受電電力量を基に概算（数値は公称値） 

＊２：令和 2年の測定値を基に負荷容量を概算（数値は公称値） 

＊３：原子炉補機冷却系代替冷却装置導入により，原子炉補機冷却水ポンプは供用終了 

＊４：ユニット型空気圧縮機導入により，圧縮空気系設備空気圧縮機は供用終了 

＊５：導入装置の最大負荷容量を想定して概算（数値は公称値） 

 

 

・別添資料 5に「受

電系統の運用変更に

ついて」を追加す

る。 
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